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ＮＥＸＣＯ中日本 個別施設計画 

 

１．道路施設の現状と課題  

１）橋梁 

中日本高速道路株式会社（以下、「ＮＥＸＣＯ中日本」という。）が管理する橋梁は平

成２７年１２月３１日現在５，５７７橋であり、建設後の平均経過年数は約３３年、ま

た、建設後５０年を越える橋梁数の割合は、現在の約７％が、１０年後には約４９％、

２０年後には７５％を越え、高齢化が急速に進んでいる。 

近年、経年劣化とともに、車両の大型化並びに大型車交通量の増加や、凍結防止剤の

使用量の増加など、厳しい環境条件下で、高速道路本体構造物の劣化が顕在化してきて

いることから、定期点検による確実な状態把握（早期発見）、点検結果に基づく確実な対

策（早期補修）、ライフサイクルコストの最小化、予防保全及び性能強化の観点を考慮

し、高速道路資産の機能を長期にわたって健全に保つための、大規模更新及び大規模修

繕（以下、「特定更新等工事」という。）の着実な実施が必要となる。 

 

２）トンネル 

   ＮＥＸＣＯ中日本が管理する供用中のトンネルは平成２７年１２月３１日現在３７

５本であり、建設後の平均経過年数は約２０年、また、建設後５０年を越えるトンネル

本数の割合は、現在の約１％が、１０年後には約１６％、２０年後には約３１％となり、

高齢化が急速に進んでいく状況である。 

更に、コンクリート片の剥落などの事象が散見され、定期点検による確実な状態把握

（早期発見）、点検結果に基づく確実な対策（早期補修）の必要性に迫られている。 

また、近年、設計・施工基準の変遷などにより旧基準により設計・施工されたことや、

地盤材料の風化・劣化などの理由から、これまで明確になっていなかったトンネル内空

の変状などの新たな変状リスクが顕在化してきており、特定更新等工事の着実な実施が

必要となる。 

 

３）大型の構造物等 

３－１）シェッド、大型カルバート等 

ＮＥＸＣＯ中日本が管理するシェッド・大型カルバート等は平成２７年１２月３１日

現在９５８箇所（シェッド１０箇所、大型カルバート（内空２車線以上の道路を有する

程度の規模）９４８箇所）であり、建設後の平均経過年数は約３０年、また、建設後５

０年を越えるものの割合は、現在の約４％が、１０年後には約３８％、２０年後には５

９％を越え、高齢化が急速に進んでいく状況である。 

   更に、近年、部材の剥落などの事象が散見され、定期点検による確実な状態把握（早

期発見）、点検結果に基づく確実な対策（早期補修）の必要性に迫られている。 

 



３－２）横断歩道橋 

 ＮＥＸＣＯ中日本が管理する横断歩道橋は平成２７年１２月３１日現在９橋であり、

建設後の平均経過年数は約３７年、また、建設後５０年を越えるものの割合は、現在の

約２２％が、１０年後には約５６％、２０年後には５６％を越え、高齢化が急速に進ん

でいく状況である。 

   更に、近年、一部の横断歩道橋に著しい腐食などの損傷が散見され、定期点検による

確実な状態把握（早期発見）、点検結果に基づく確実な対策（早期補修）の必要性に迫

られている。 

３－３）門型標識等 

ＮＥＸＣＯ中日本が管理する門型標識等は平成２７年１２月３１日現在１，４８８基

（門型式（オーバーヘッド式）の道路標識１，０５１基、道路情報提供装置（収集装置

含む）４４５基）であり、建設後の平均経過年数は約１５年、また、建設後５０年を越

えるものの割合は、現在の約１％が、１０年後には約４％、２０年後には７％を越え、

高齢化が進んでいく状況である。 

   更に、近年、一部の門型標識等に著しい腐食などの損傷が散見され、定期点検による

確実な状態把握（早期発見）、点検結果に基づく確実な対策（早期補修）の必要性に迫

られている。 

 

２．道路施設のメンテナンスサイクルの基本的な考え方 

高速道路事業は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下、「機構」と 

いう。）との協定に基づき、維持管理・更新等に係る事業を実施しており、現在の技術や

仕組みによる維持管理状況が概ね継続する場合を前提として、平成７２年度（２０６０

年度）までの維持管理費、修繕費及び平成４１年度（２０２９年度）までの特定更新等

工事費が定められている。 

 

機構との協定に基づく事業費 

 維持管理費 修繕費 

現  在（２０１６年度） ６２４億円 ８４５億円 
１０年後（２０２６年度） ６０４億円 １，０７８億円 
１５年後（２０３１年度） ６１５億円 ２９９億円 
２０年度（２０３６年度） ６１５億円 ２９８億円 

 ※修繕費には、特定更新等工事を含む（税抜額） 

 

このように、今後さらに維持管理・更新費用等の増加が見込まれることも踏まえ、橋梁、

トンネル等の点検については、下記の定期点検要領等に基づき、５年に１度、近接目視

による点検を実施し、結果については、５段階で区分するとともに、トンネル等の健全

性の診断結果の分類に関する告示に合わせた区分も実施。 

 



定期点検要領等 

・保全点検要領（構造物編）   （中日本高速道路株式会社 H27.4） 

 

区分 状態 

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。 

Ⅱ 予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から
措置を講ずることが望ましい状態。 

Ⅲ 早期措置段階 
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講
ずべき状態。 

Ⅳ 緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著し
く高く、緊急に措置を講ずべき状態。 

（トンネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示（平成 26 年国土交通省告示第 426 号） 

 

３．計画期間 

     ５年に１回の定期点検サイクルを踏まえるとともに、インフラ長寿命化計画の策定期

間に合わせ、平成３２年度までとする。なお、点検結果等を踏まえ、適宜、計画を更新

する。 

 

４．対策の優先順位の考え方 

１）橋梁 

   点検結果に基づき、効率的な維持及び修繕が図られるよう必要な措置を講ずる。 

道路施設の状態（劣化・損傷の状況や要因等）を踏まえつつ、お客様への影響を最小

化するよう対策の優先順位を決定する。 

 

２）トンネル 

点検結果に基づき、効率的な維持及び修繕が図られるよう必要な措置を講ずる。 

道路施設の状態（劣化・損傷の状況や要因等）を踏まえつつ、お客様への影響を最小

化するよう対策の優先順位を決定する。 

 

３）大型の構造物等（シェッド、大型カルバート等） 

点検結果に基づき、効率的な維持及び修繕が図られるよう必要な措置を講ずる。 

道路施設の状態（劣化・損傷の状況や要因等）を踏まえつつ、お客様への影響を最小 

化するよう対策の優先順位を決定する。 

 

 

 

 

 



５．施設の状態・対策内容・実施時期・対策費用（別添 点検計画・修繕計画） 

  １）橋梁 

ＮＥＸＣＯ中日本で管理する橋梁５,５７７橋のうち、平成２６年度は、５０１橋に

ついて点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ１６橋、Ⅱ４０６橋、Ⅲ７９橋、Ⅳ０橋

となっている。また、平成２７年度は、１，０９１橋について点検を実施し、その結果

は、判定区分Ⅰ６５橋、Ⅱ８７３橋、Ⅲ１５３橋、Ⅳ０橋となっている。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２）トンネル 

ＮＥＸＣＯ中日本で管理するトンネル３７５本のうち、平成２６年度は、２本につい

て点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ１本、Ⅱ１本、Ⅲ０本、Ⅳ０本となっている。

また、平成２７年度は、１００本について点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ０本、

Ⅱ６０本、Ⅲ４０本、Ⅳ０本となっている。 

  

  

  



３）大型の構造物等 

３－１）大型の構造物等 （シェッド、大型カルバート等） 

ＮＥＸＣＯ中日本が管理するシェッド・大型カルバート等９５８箇所のうち、平成２

６年度は、７８箇所について点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ５箇所、Ⅱ７３箇

所、Ⅲ０箇所、Ⅳ０箇所となっている。また、平成２７年度は、１４９箇所について点

検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ２５箇所、Ⅱ１１０箇所、Ⅲ１４箇所、Ⅳ０箇所

となっている。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－２）横断歩道橋 

ＮＥＸＣＯ中日本が管理する横断歩道橋９橋あるが、平成２６年度の点検は実施して

いない。また、平成２７年度は、１橋について点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅱ

１橋となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３）門型標識等 

ＮＥＸＣＯ中日本が管理する門型標識等１，４８８基のうち、平成２６年度は、２６

０基について点検を実施し、その結果は、判定区分Ⅰ１９３基、Ⅱ６１基、Ⅲ６基、Ⅳ

０基となっている。また、平成２７年度は、３８８基について点検を実施し、その結果

は、判定区分Ⅰ２７１基、Ⅱ１１３基、Ⅲ４基、Ⅳ０基となっている。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 


